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平成３０年８月 菊池中央病院 

【統一様式】 

菊池中央病院が担う役割について 

資料２－１ 

菊池地域医療構想調整会議 



１ 現状と課題 
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１）基本方針 
 

  当院は急性期医療・亜急性期医療を提供する医療機関 
 として、地域のみなさまのかかりつけ医となることを目的と 
 して、日頃の病気や怪我の診断治療、手術後などの回復 
 期医療を提供しています。 
  居宅介護支援事業所とも連携し、社会や在宅への医療 
 をお手伝いしています。 
  また、十分な医療体制を取るべく、看護スタッフを充足さ 
 せ、診断治療を支援する機器を購入し、専門スタッフの教 
 育も行っていき、地域の方々が必要とするときに必要な医 
 療を提供できるように努力してまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当院の現状 
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２）施設概況 

病院名 菊池中央病院 開設 昭和２１年１０年３１日 開設者 医療法人信岡会 

理事長 信岡謙太郎 院長 中川義久 職員数 約１７０名 

診療科目 
内科、循環器科、消化器科、呼吸器科、外科、整形外科、脳神経外科、 
形成外科、小児科、皮膚科、肛門科、リハビリテーション科     計１２診療科 

病床区分 
（２階）一般病棟 ６０床       （３階）特殊疾患病棟 ４７床 
（４階）介護療養型医療施設 ３７床                    計１４４床 

付帯事業 通所リハビリセンター、居宅介護支援事業所 

当院の現状 
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○届出入院基本料・基本報酬 
（平成３０年７月末現在） 
 （２階）地域一般入院料３ 
 （３階）特殊疾患病棟入院料１ 
 （４階）療養型介護療養施設サービス費(その他) 
 

○病床利用率・平均在院日数 

３）診療実績等 

病棟 
区分 

平成２８年度 平成２９年度 

平均病床利用率 平均在院日数 平均病床利用率 平均在院日数 

２階 ７１．０％ ２６．９日 ７１．８％ ２９．５日 

３階 ９７．２％ １，０７５．９日 ９３．４％ ９７１．６日 

４階 ９５，４％ ３７．９日 ８９．６％ ３４．３日 

当院の現状 
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○救急外来診療実績（年度別患者数） 

区分 平成２８年度 平成２９年度 

平日時間外（深夜帯除く） ５５５ ４８４ 

平日深夜（平日２２時～翌朝６時迄） １２１ ９９ 

休日 ７０８ ６２８ 

救急車 １６９ １６３ 

計 １，５５３ １，３７４ 

○職員数（平成３０年７月末現在 実人数） 

区分 医師 看護・介護職員 他専門職 事務職員 計 

常勤 ７ ８２ ２０ ２６ １３５ 

非常勤 １１ ２６ ０ ０ ３７ 

計 １８ １０８ ２０ ２６ １７２ 

当院の現状 
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 当院の特徴は「プライマリケア病院」である事です。内科では専門
診療科による細分化を行わず、［内科＝総合診療科］に近しい形での
診療を行っています。時には専門を超えて小児から高齢者まで幅広く
診察・診断・治療を行い、必要に応じて高度医療を提供する病院群の
専門診療科へ紹介を行っています。 

 また、人口減少と高齢化が進む外部環境にある中、当院の患者も
高齢者が中心となっているため、高齢者に多い肺炎・骨折・脳卒中・
心不全などの疾患群に対応できるように、内科、外科、脳神経外科、
整形外科と老年医療を提供できる診療体制をとって、急性期から慢
性期までの幅広い病院機能を担っています。癌ターミナルケアも行っ
ています。 

 当該地域として特徴的な診療として、正常圧水頭症手術や尖頭血
腫除去術などの脳外科手術、褥瘡・皮膚腫瘍手術・四肢切断術等も

行っています。  

４）当院の特徴 

当院の現状 
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○５疾病 
 がん診療連携拠点病院からの紹介等を含め、平成２９年度における癌の治
療・管理目的通院患者は１９名。別にターミナルケアを行った患者は９名。 
 脳卒中での入院加療患者は５２名。 
 糖尿病患者に対しては、外来、入院共に透析治療を伴わない治療・管理を
実施。 
 

○５事業 
 ２次救急告示病院として平成２９年度は救急搬送を１６３件受け入れ。 
 小児の入院管理は行っていないが、可能な限り救急患者を受け入れ。 
 

○在宅医療 
 採算性の問題もあり、平成２８年３月に訪問看護ステーションを閉鎖し、
現在は特定の患者の訪問診療のみ行っている。 

５）当院の担う政策医療（５疾病・５事業・在宅医療関連） 

当院の現状 
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 地域連携室に担当者２名を配置し、菊池医療圏内や熊本市内
の医療施設を中心に連携窓口として活動実施中。 
 
○平成２９年度入院・転院調整（前方連携） 
 相談件数 ９１件 
 入院件数 ７０件（全入院件数の約８％） 
 
○平成２９年度退院調整（後方連携） 
 退院前訪問件数      ２２件 
 介護支援連携指導件数   ５７件 
 退院前カンファレンス件数 ２７件 
 施設入所調整件数     ６２件 
  

６）他機関との連携 

当院の現状 
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 連携実績も十分と言えず、病床稼働率が低下傾向にあるため、２次
救急告示病院として一人でも多くの患者受入が可能な体制の強化。 

当院が抱える主な課題は以下のとおり。 

１）入院患者受入体制の強化 

２）在宅医療部門への取り組みの強化 

３）人材確保と人材育成 

 平成２８年３月に訪問看護ステーションを閉鎖し、現在は特定の患
者の訪問診療のみ。改めて在宅医療部門の運営再開や拡充を検討。在
宅医療の中心となるクリニックや訪問看護ステーション等と協力して
地域在宅のバックアップに貢献する。 

 労働人口が減少する中で当院でも医師を含む職員の高齢化が進む状
況にあり、必要人材の確保と人材育成のための労働環境整備も必要。 

当院の課題 



２ 今後の方針 

10 

【地域において今後担うべき役割】 

１）地域の総合病院としての機能維持と在宅医療のサポート 
 ・一般病床の一部の地域包括ケア病床への転換に加え、現在不在と 
  なっている整形外科の常勤医師の確保と非常勤医師やＰＴ・ＯＴ 
  の増員によるリハビリ強化で在宅復帰支援機能を拡充。 
 ・２次救急告示病院として救急患者の受入体制の強化。 
 ・ 在宅医療の中心となるクリニックとの連携強化とサポート。 
 
２）介護医療院への転換と訪問看護の再開による在宅医療支援 
 ・４階介護病棟を平成３５年度末迄に介護医療院に転換。 
 ・平成２８年３月に閉鎖した訪問看護ステーションを平成３６年度 
  末迄に再開。 
 
３）総合診療の提供ができる人材育成の場 
 ・平成２９年４月に熊本県では第１号となる日本病院総合診療学会 
  認定施設として認定を受けており、総合診療医の育成を図る。  
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(1)今後提供する医療機能に関する事項 
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【①４機能ごとの病床のあり方 その１】 

病床機能 2017年(平成29年) 2023年(平成35年) 2025年(平成37年) 

高度急性期 

急性期 ６０ ６０ ６０ 

回復期 

慢性期 ８４ ４７ ３７ 

その他 ３７ ４７ 

合  計 １４４ １４４ １４４ 

単位：床 
平成２９年度の病床機能報告内容は以下のとおり。 

介護医療院 

昨年報告時空欄 
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【 ①４機能ごとの病床のあり方 その２】 
 

○急性期機能 
 ２階一般病床６０床の内、３０床（当初予定）を平成３１年度末迄
に地域包括ケア病床への転換を図り、急性期機能の維持と地域で不足
しているとされている回復期病床としての機能を強化し、入院患者の
在宅復帰支援を促進。 
 

○慢性期機能 
 在院日数が長い神経難病等の患者が主となる３階特殊疾患病床４７
床については、入院受入機能維持と在宅医療支援の取り組みを継続し
つつ、可能なら縮小していく。 
 

○その他 
 ４階介護療養型医療施設３７床を平成３５年度末迄に介護医療院へ
転換し、長期療養を必要とする要介護者に対し、医学的管理の下にお
ける介護、医療等を提供できる生活施設として運営。 
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現時点 
(2018年7月時点) 

2025年 理由・方策 

維持 

内科、循環器科、消化器
科、呼吸器科、外科、整
形外科、脳神経外科、 
形成外科、小児科、皮膚
科、肛門科、リハビリ
テーション科 

内科、循環器科、消化器
科、呼吸器科、外科、整
形外科、脳神経外科、 
皮膚科、肛門科、リハビ
リテーション科 

 

地域住民のかかりつけ
医としての総合病院の
機能を一定水準維持。 

新設 

廃止 形成外科、小児科 専門医師の高齢化 

変更・統合 

【②診療科の見直し】 
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現時点( 2017年6月時点) 2025年 

①病床稼働率 病院全体 85.8％ 93％ 

②紹介率 6.3％ 30％ 

③逆紹介率 6.7％ 30％ 

（29年度病床機能報告より） 
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【取組みと課題】 
 

①病床稼働率の向上 
 ・地域包括ケア病床への一部転換、介護医療院への転換、リハビリ機能の 
  拡充等による在宅復帰支援の強化 
 ・内視鏡検査や正常圧水頭症手術の件数増加 
 ・職員の業務負担軽減(ＳＰＤ、入院セット導入等)による受入体制改善 
 

②③紹介率・逆紹介率の向上 
 ・上記①の取り組みによる当院の機能拡充と、当院の周辺のクリニックの 
  先生方との連携を強化するための地域連携室を通じた広報活動の強化 
 ・診療科ごとに複数の連携先を事前に選定し、該当患者の病状等に合った 
  最適な医療施設の紹介 
 

（課題） 
 ・施設基準充足のための条件(データ提出加算、人員確保等)のクリア 
 ・足許の収益性の改善 
 ・設備の老朽化 


